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マクロ経済研究センター 

＜先週の指標の動き＞ 

指標名 数値 コメント 

12月貿易統計     （速報、1/27）

 貿易黒字額 

 

 輸出 

 輸入 

 

+5,453億円 

 

前年比+12.1% 

前年比▲5.5% 

12月の貿易収支は、11カ月連続の黒字。 

輸出は、2008年9月以来の前年比プラスに。地域

別にみると、中国が牽引役となりアジア向け(+31.2%

←前月：+4.7%)が2カ月連続で増加。また、EU向け

(+1.4%←▲16.0%)が2008年7月以来のプラスになっ

たほか、米国向け(▲7.6%←▲7.9%)も減少幅が縮小。

商品別にみると、有機化合物(+76.5%)、プラスチッ

ク(+76.4%)、半導体等電子部品(+36.2%)が大幅に増

加したほか、自動車(+0.5%)が2008年9月以来の前

年比プラスに。 

輸入は、前年比マイナス幅が縮小(▲5.5%←▲

16.8%)。原粗油、石油製品、音響映像機器などが減

少幅の縮小に寄与。 

 

12月商業販売統計   （速報、1/28） 

 小売業販売額 

 

 大型小売店販売額（既存店） 

 

 

前年比▲0.3% 

 

前年比▲4.6% 

 

12月の小売業販売額は前年比▲0.3%となり、前月

(▲1.1%)から下落幅は縮小。 

業種別にみると、エコカー減税などの政策効果に

より、自動車(+14.3%)の大幅な増加が持続。また、

エコポイント効果により家電製品が伸び、機械器具

(+1.7%)も増加。そのほか、冬物衣料の好調などから、

織物・衣服・身の回り品(+3.4%)、ガソリン価格の上

昇により燃料(+9.0%)が増加。一方、百貨店の売上不

振を主因に各種商品(▲4.5%)の減少が持続したほ

か、飲食料品(▲4.2%)なども減少。 

 

12月鉱工業生産    （速報、1/29） 

 生産 

 出荷 

 在庫 

 在庫率 

 

 

製造工業生産予測調査 

 1月見込み 

2月見込み 

 

前月比 +2.2% 

前月比 +1.1% 

前月比 ±0.0% 

前月比 ▲4.7% 

 

 

 

前月比 +1.3% 

前月比 +0.3% 

12 月の鉱工業生産は、10 カ月連続の前月比プラ

ス。 

業種別にみると、メモリや液晶素子などの増産に

より電子部品・デバイス(+6.5%)、反応用機器や印刷

機械などの好調を受けた一般機械(+6.1%)など幅広

い業種で上昇。 

在庫指数は、前月比で横ばい。液晶テレビやカー

ナビなどの情報通信機械(+7.7%)が上昇した一方、石

油ストーブなどの金属製品(▲3.9%)が低下。 

製造工業生産予測調査によると、1 月は、一般機

械、輸送機械などの増産により、2 月についても、

一般機械や鉄鋼などの寄与により回復が続く見通

し。 

 

12月全国消費者物価指数   （1/29） 

 総合指数 

 同（生鮮食品を除く） 

 

1月東京都区部消費者物価指数 

 総合指数 

 同（生鮮食品を除く） 

 

 

 

前年比▲1.7% 

前年比▲1.3% 

 

 

前年比▲2.1% 

前年比▲2.0% 

 

 

12月の全国消費者物価指数（生鮮食品を除く）は、

前年比マイナス幅が縮小(▲1.3%←前月：▲1.7%)。

内訳をみると、光熱・水道(▲4.9%←▲6.9%)や交

通・通信(+0.5%←▲1.6%)が下落幅の縮小に寄与。 

1 月の東京都区部（生鮮食品を除く）は、前月か

らマイナス幅がやや拡大(▲2.0%←▲1.9%)。光熱・

水道(▲9.8%←▲7.1%)、食料(生鮮食品を除く、▲

2.0%←▲1.7%)、被服及び履物(▲4.0%←▲3.5%)など

がマイナスに寄与。 

 



12月労働力調査    （速報、1/29） 

 完全失業率（季節調整値） 

 

 完全失業者数（原数値） 

 

 

1月一般職業紹介状況     （1/29） 

 有効求人倍率（新規学卒者除きパー

トタイム含む、季節調整値） 

新規求人数（新規学卒者除く、季節

調整値） 

 

5.1% 

前月差▲0.1%ポイント 

317万人 

前年差+47万人 

 

 

0.46倍 

前月差+0.01ポイント 

53.9万人 

前月比+1.5% 

12月の完全失業率（季節調整値）は5.1%となり、

2カ月ぶりの低下。完全失業者数は前年差+47万人の

317 万人となり、14 カ月連続の増加。また、企業業

績の悪化により、勤め先都合による完全失業者数は

前年差+27万人の104万人に。 

産業別に就業者数を見ると、製造(▲75万人) 、卸

売・小売（▲23万人）、サービス業(▲14万人)で大

幅な減少。 

12月の有効求人倍率は0.46倍となり、4カ月連続

の上昇。有効求人数が前月比▲0.2%と 5 カ月ぶりに

減少したものの、有効求職者数も▲2.1%と 4 カ月連

続の減少。また、新規求人数は+1.5%と4カ月連続の

増加。 

 

12月家計調査          （1/29） 

 実質消費支出（全世帯） 

 

前年比+2.1% 

12月の実質消費支出は、前年比で5カ月連続の増

加。エコカーの伸びにより交通・通信(+3.4%)が2カ

月ぶりに増加。また、薄型テレビやパソコンの販売

増を受けて、教養娯楽(+4.8%)が6カ月連続で増加し

たほか、冬物衣料に動きがあり、被服及び履物(8.7%)

と 13 カ月ぶりに増加。一方、住居(▲12.1%)は設備

の修繕・維持費が減少し、2カ月ぶりのマイナス。 

 

12月住宅着工統計       （1/29） 

 新設住宅着工戸数 

  持家 

 貸家 

 分譲住宅 

  一戸建 

  マンション 

 同(季調値年率換算値) 

12月建築着工床面積 

 民間非居住 

 

 

前年比▲15.7% 

前年比+3.0% 

前年比▲22.7% 

前年比▲27.4% 

前年比▲2.1% 

前年比▲47.0% 

81.9万戸 

 

前年比▲41.3% 

12月の新設住宅着工戸数は、13カ月連続の前年比

マイナス。雇用・所得環境の悪化を背景に、厳しい

状況が持続。内訳をみると、持家(+3.0%)が2カ月連

続で増加したものの、貸家(▲22.7%)、分譲(▲27.4%)

は大幅な減少が持続。さらに、分譲の内訳をみると、

一戸建(▲2.1%)は小幅な減少であるのに対し、マン

ション(▲47.0%)は大きく減少。 

 12月の建築着工床面積（民間非居住）は、10カ月

連続の前年比マイナス。使途別にみると、事務所(▲

35.7%)が 2 カ月ぶりに減少に転じたほか、店舗(▲

33.3%)、工場(▲71.7%)、倉庫(▲42.5%)で大幅な減

少が持続。 

 

 

＜国内景気の現状判断と当面の見通し＞ 

（１）国内景気の現状判断 

昨春以降、企業の在庫調整の一巡や政策効果の発現を主因に、緩やかな景気持ち直しの動きが続いてきたが、足元で回復

ペースは鈍化傾向。 

（２）当面の見通し 

2010年前半は回復ペースが鈍化。理由は以下の3点。①足元の景気持ち直しの主因である景気対策効果が剥落していくこ

と、②欧米向け、資源国向け輸出の低迷を主因に、外需の景気牽引力が脆弱であること、③企業収益の悪化や内外経済・

金融の先行き不透明感から、企業の設備投資手控えが見込まれること。 

2010年後半には、民主党政権による所得拡大策の効果から個人消費が持ち直すものの、総じて低成長にとどまる見通し。

 

＜当面の国内主要経済指標等のスケジュール＞ 

月日 指標名等 発表機関 

2/1（月） 1月新車販売統計 日本自動車販売協会連合会 

2/2（火） 12月毎月勤労統計 厚生労働省 

2/5（金） 12月景気動向指数 内閣府 

 

 

 



＜図表で見る経済指標＞ 

（図表1）男女別理由別完全失業者数（前年差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表2）鉱工業生産と業種別寄与度（前年比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図表3）消費者物価指数(除く生鮮食品)の費目別寄与度（前年比） 
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わが国の主要景気指標 2010/2/1

（％） （％)

2008年度 2009年 2009年 企業物価

7～9 10～12 9月 10月 11月 12月 国内 輸出 輸入

鉱工業生産指数 7.4> <     4.6> <     2.1> <     0.5> <     2.2> <     2.2> <     前月比 前年比 前年比 前年比

12.7) (▲  20.1) (▲  5.4) (▲   18.4) (▲  15.1) (▲  4.2) (▲   5.3) (     2007年度 2.3 ▲0.2 8.0 

鉱工業出荷指数 8.4> <     5.3> <     4.2> <     1.3> <     0.9> <     1.1> <     2008年度 3.2 ▲7.4 1.1 

12.6) (▲  19.3) (▲  4.1) (▲   16.8) (▲  13.0) (▲  3.1) (▲   5.4) (     2009/1～3 ▲3.2 ▲1.8 ▲11.6 ▲23.1 

鉱工業在庫指数(末) 0.6> <▲   1.1> <▲   0.4> <▲   1.5> <▲   0.4> <     0.0> <     4～6 ▲1.3 ▲5.4 ▲11.0 ▲29.0 

5.2) (▲   12.1) (▲  14.6) (▲  12.1) (▲  14.4) (▲  14.4) (▲  14.6) (▲  7～9 0.0 ▲8.3 ▲14.6 ▲33.1 

生産者製品在庫率指数 12.4> <▲  6.9> <▲   5.0> <▲   0.3> <     3.4> <▲   4.7> <▲   10～12 ▲0.8 ▲5.3 ▲3.8 ▲11.5 

21.2) (    12.9) (    8.7) (▲   6.9) (     3.1) (     9.2) (▲   18.3) (▲  2008/12 ▲1.1 0.9 ▲15.1 ▲22.9 

稼働率指数(2005年=100) 78.8 80.3 80.5 83.1 2009/1 ▲1.5 ▲0.9 ▲13.7 ▲24.9 

14.9) (▲  21.9> <▲  20.0> <▲  16.5> <▲  4.1> <▲   2 ▲0.5 ▲1.9 ▲13.7 ▲24.7 

第３次産業活動指数 0.5> <     0.5> <▲   0.4> <     0.2> <▲   3 ▲0.3 ▲2.6 ▲7.5 ▲19.8 

2.8) (▲   5.0) (▲   5.1) (▲   4.7) (▲   3.2) (▲   4 ▲0.6 ▲4.1 ▲8.3 ▲24.6 

全産業活動指数 1.1> <     0.7> <▲   1.1> <     0.1> <     5 ▲0.5 ▲5.6 ▲11.4 ▲29.4 

(除く農林水産業) 4.7) (▲   7.4) (▲   7.2) (▲   6.5) (▲   3.5) (▲   6 ▲0.3 ▲6.7 ▲13.0 ▲32.5 

機械受注 0.9> <▲   10.5> <    4.5> <▲   11.3> <▲  7 0.4 ▲8.5 ▲15.5 ▲33.4 

(船舶･電力を除く民需) 14.1) (▲  27.3) (▲  22.0) (▲  21.0) (▲  20.5) (▲  8 0.0 ▲8.5 ▲14.4 ▲34.5 

建設工事受注(民間) 19.0) (▲  27.2) (▲  20.4) (▲  14.1) (▲  32.7) (▲  25.5) (▲  4.8) (▲   9 0.0 ▲8.0 ▲13.7 ▲31.1 

公共工事請負金額 0.1) (     11.2) (    6.3) (     22.1) (    8.3) (     0.0) (     10.3) (    10 ▲0.8 ▲6.8 ▲7.7 ▲23.1 

新設住宅着工戸数 103.9 71.3 79.1 71.1 76.3 79.2 81.9 11 0.0 ▲5.0 ▲3.5 ▲11.6 

　　　 　　(年率、万戸) 0.3) (     35.8) (▲  20.9) (▲  37.0) (▲  27.1) (▲  19.1) (▲  15.7) (▲  12 0.1 ▲3.9 0.1 3.6 

消費支出  (全世帯､名目)　 1.6) (▲   2.0) (▲   0.3) (▲   1.5) (▲   1.3) (▲   0.0) (     0.3) (     

 (実質)　 2.8) (▲   0.6) (     2.0) (     1.0) (     1.6) (     2.2) (     2.1) (     (％）

 (勤労者世帯､名目)　 0.7) (▲   2.5) (▲   2.0) (▲   1.9) (▲   2.3) (▲   2.1) (▲   1.7) (▲   全国 消費者物価 除く生鮮食品

 (実質)　 2.0) (▲   0.1) (     0.2) (     0.6) (     0.6) (     0.1) (     0.1) (     前月比 前年比 前月比 前年比

百貨店売上高 6.8) (▲   9.7) (▲   8.8) (▲   7.8) (▲   10.5) (▲  11.8) (▲  5.0) (▲   2007年度 0.4 0.3 

ﾁｪｰﾝｽﾄｱ売上高 1.7) (▲   3.6) (▲   6.0) (▲   2.4) (▲   5.2) (▲   8.0) (▲   5.0) (▲   2008年度 1.1 1.2 

乗用車登録・販売台数 11.0) (▲  1.4) (     19.3) (    4.2) (     7.8) (     24.7) (    27.3) (    2009/1～3 ▲1.3 ▲0.1 ▲1.2 ▲0.1 

完全失業率 4.14 5.49 5.15 5.32 5.10 5.19 5.14 4～6 0.0 ▲1.0 0.0 ▲1.0 

有効求人倍率 0.77 0.42 0.45 0.43 0.44 0.45 0.46 7～9 ▲0.3 ▲2.2 ▲0.5 ▲2.4 

現金給与総額 (5人以上) 1.1) (▲   3.6) (▲   1.8) (▲   1.9) (▲   2.8) (▲   10～12 ▲0.5 ▲2.1 ▲0.1 ▲1.8 

所定外労働時間 (〃) 7.0) (▲   14.9) (▲  14.1) (▲  11.2) (▲  9.5) (▲   2008/12 ▲0.4 0.4 ▲0.5 0.2 

常用雇用 (〃) 1.2) (     0.1) (▲   0.1) (▲   0.1) (▲   0.2) (▲   2009/1 ▲0.6 0.0 ▲0.6 0.0 

企業倒産件数 16,146 3,782 3,529 1,155 1,261 1,132 1,136 2 ▲0.3 ▲0.1 ▲0.1 0.0 

前年差 1,780 ▲252 ▲539 ▲253 ▲168 ▲145 ▲226 3 0.3 ▲0.3 0.3 ▲0.1 

Ｍ2  (平残) 2.1) (     2.8) (     3.3) (     3.0) (     3.4) (     3.3) (     3.1) (     4 0.1 ▲0.1 0.0 ▲0.1 

広義流動性 (平残) 0.9) (     0.3) (     1.1) (     0.6) (     1.1) (     1.2) (     1.1) (     5 ▲0.2 ▲1.1 ▲0.2 ▲1.1 

経常収支 （兆円） 12.34 4.00 1.57 1.40 1.10 6 ▲0.2 ▲1.8 ▲0.2 ▲1.7 

前年差 ▲12.21 ▲0.19 0.00 0.42 0.48 7 ▲0.3 ▲2.2 ▲0.2 ▲2.2 

通関貿易収支 （兆円） ▲0.73 1.08 1.72 0.53 0.81 0.37 0.55 8 0.3 ▲2.2 0.0 ▲2.4 

前年差 ▲10.88 1.22 2.35 0.43 0.88 0.60 0.87 9 0.0 ▲2.2 0.1 ▲2.3 

通関輸出 （兆円） 71.14 14.46 15.71 5.11 5.31 4.99 5.41 10 ▲0.4 ▲2.5 ▲0.1 ▲2.2 

16.4) (▲  34.4) (▲  7.9) (▲   30.6) (▲  23.2) (▲  6.3) (▲   12.1) (    11 ▲0.2 ▲1.9 ▲0.2 ▲1.7 

輸出数量 14.3) (▲  24.9) (▲  1.2) (▲   21.8) (▲  13.0) (▲  1.5) (▲   14.7) (    12 ▲0.2 ▲1.7 ▲0.1 ▲1.3 

輸出価格 3.3) (▲   12.6) (▲  6.4) (▲   11.2) (▲  11.8) (▲  4.8) (▲   2.3) (▲   

通関輸入 （兆円） 71.87 13.38 13.99 4.58 4.50 4.62 4.87 (％）

4.1) (▲   39.7) (▲  20.9) (▲  36.9) (▲  35.6) (▲  16.8) (▲  5.5) (▲   東京 消費者物価 除く生鮮食品

輸入数量 5.7) (▲   12.6) (▲  5.0) (▲   10.2) (▲  11.7) (▲  2.0) (▲   0.8) (▲   都区部 前月比 前年比 前月比 前年比

輸入価格 0.5) (     31.0) (▲  16.5) (▲  29.8) (▲  27.0) (▲  15.0) (▲  4.8) (▲   2009/11 ▲0.2 ▲2.2 ▲0.1 ▲1.9 

資本収支 （兆円） ▲17.43 ▲4.55 ▲2.27 ▲0.06 ▲1.18 12 ▲0.1 ▲2.2 ▲0.2 ▲1.9 

前年差 0.49 ▲1.38 ▲0.70 0.73 1.03 2010/1 ▲0.5 ▲2.1 ▲0.8 ▲2.0 

企業向けｻｰﾋﾞｽ価格指数 0.4> <▲   0.3> <▲   0.2> <▲   0.0> <     0.2> <▲   0.0> <     

(2005年=100) 0.1) (▲   3.4) (▲   2.0) (▲   3.2) (▲   2.3) (▲   2.2) (▲   1.5) (▲   (％）

景気動向指数

先行 一致 遅行

（％） 2008/11 81.1 93.2 95.0 

2008年度 2008年 2009年 12 78.7 90.6 92.3 

7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 2009/1 76.2 88.0 91.0 

業況判断ＤＩ 大企業･製造 ▲3 ▲24 ▲58 ▲48 ▲33 ▲24 2 74.1 85.2 89.6 

非製造 1 ▲9 ▲31 ▲29 ▲24 ▲22 3 75.5 84.8 87.8 

中小企業･製造 ▲17 ▲29 ▲57 ▲57 ▲52 ▲40 4 76.6 86.2 86.2 

非製造 ▲24 ▲29 ▲42 ▲44 ▲39 ▲35 5 77.7 87.4 84.1 

売上高 （法人企業統計） 4.6) (▲   0.2) (▲   11.6) (▲  20.4) (▲  17.0) (▲  15.7) (▲  6 80.9 88.6 84.1 

経常利益 33.7) (▲  22.4) (▲  64.1) (▲  69.0) (▲  53.0) (▲  32.4) (▲  7 82.9 90.0 82.5 

売上高経常利益率 2.4 2.7 1.5 1.4 2.4 2.2 8 84.0 91.6 83.2 

実質ＧＤＰ 1.0> <▲   2.7> <▲   3.1> <▲   0.7> <     0.3> <     9 87.5 93.2 83.2 

(2000年連鎖価格) 3.7) (▲   1.4) (▲   4.1) (▲   8.9) (▲   5.8) (▲   5.1) (▲   10 89.4 94.3 83.7 

名目ＧＤＰ 2.2> <▲   0.8> <▲   3.0> <▲   0.7> <▲   0.9> <▲   11 90.7 96.0 82.9 

4.2) (▲   2.6) (▲   3.8) (▲   8.6) (▲   6.3) (▲   5.6) (▲   

(注) <  >内は季節調整済前期比、

　 　(　)内は前年(同期(月))比。

(出所） 内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、日本銀行、日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、
日本百貨店協会、日本チェーンストア協会、株式会社東京商工リサーチ、保証事業会社３社
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